
社会経済の変化に伴う人材需要に即応した、質の高い職業人養成の量的拡大が必要
○産業構造・労働力市場等が変化する中、実践的知識･技術を学び続けることが不可欠。
○企業における教育訓練の機会が減少。
○質の高い専門職業人養成の量的拡大には、既存学校種の取組だけでは限界。（下記参照）

高等教育体系の多様化の必要性
○世界の主要各国では、実践的又は特定の職業的な専門教育課程も大学体系に位置付け。
○専門高校生の大学進学は平均２割程度で、そのニーズに合った進学機会の拡大が必要。
○我が国の大学・短大進学率はかつて10％台だったのが56.7％に達し、卒業時には約7割の学生が就職。
○大学・短大の段階での多様な若者の幅広いニーズに応えるため、我が国の高等教育の多様化が必要。

社会人の学び直し・地方創生（地域産業を担う専門職業人養成）への対応
○社会人がより高度な知識や技術の習得を目指す、学び直しの機会を拡大する必要。
○地方創生のため、地域産業を担う専門職業人を育成する高等教育機関が必要。

○ 高等教育を多様化し、機能別分化･複線化を図るため、質の高い専門職業人を養成する機関として、
新たな機関を既存の大学等と比肩する高等教育機関と位置付ける必要。

○ 産業界と連携しつつ、どのような職業人にも必要な基本的な知識・能力とともに、実務経験に基づく
最新の専門的・実践的な知識や技術を教育する機関とする。

○ 教育内容･方法、教員、施設･設備、評価等の基準は、新たな機関の目的に最適な枠組みとして新設。
諸外国の専門大学も参考に、国際的認知を得られるものとする。

○ 単に現行の大学等の設置基準より低い基準とするのではなく、実践的な職業教育の質を確保しうる仕
組みを備えた高等教育機関とするとの考え方で制度設計を行う。

経緯 教育再生実行会議の第五次提言（H26.7）を受け、平成26年10月から「実践的な職業教育を行う
新たな高等教育機関の制度化に関する有識者会議」（座長：黒田壽二 金沢工業大学学園長･総長）
を開催。平成27年3月、「審議のまとめ」を公表。

○ 18歳人口の過半数が大学に進学する中、産業の高度化に対応した人材養成の高度化と、学修成果の国
際的･国内的な通用性の確保が重要であることから、新たな高等教育機関を大学体系に位置付け、学位
授与機関とすることが有益。

○ 高等教育の多様化を図るには、大学･短大･質の高い教育を行う専門学校が自らの判断で円滑に移行し
うる仕組みとし、選択肢を増やす必要。 (既存学校種の学部等の一部を移行し､併設も可能)

大学体系の中に位置付ける方向を基本として、中教審で更に検討

【大学体系の中に位置付けるべきか、大学とは異なる新たな学校種とすべきか】

【現行制度のみによる将来に向けた対応の限界】
大学 制度として教育と研究の双方をその目的に掲げ、我が国

の学術研究の発展という使命をも担っているため、学生や社会
の現代的なニーズに応えた専門職業人養成機能のさらなる量
的拡大に比重を置いて対応していくことには限界がある。

短期大学 地域に根差した身近な高等教育機関として専門職

業人を養成しているが、社会の複線化に伴って職業人に求め
られる能力が高度化している中、短期の修業年限の範囲でこう
した要請に対応することが難しい場合もある。

実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関を創設し､高等教育を多様化

（審議のまとめ）の概要
「実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の在り方について」

（審議のまとめ）の概要

高等専門学校 中学校卒業時から学生を受け入れて後期中等教育

から高等教育まで一貫した教育を行うことに特徴があり、その点で高
い社会的評価を得ているものであるため、高等学校等の卒業者を大
量に受け入れることが制度上想定しにくい。

専門学校 制度として職業等に必要な能力の育成を目的に掲げて

おり、社会的ニーズに弾力的に応えて多様な職業教育を展開し、実
践的な知識や技術、能力等を育成しているが、教員数や施設設備に
関する基準が緩やかなものとなっており、また、第三者評価が制度化
されておらず、その柔軟な制度的特徴から、教育の質が必ずしも保
証されたものとはなっていない。

１．高等教育の多様化の必要性

２．新たな高等教育機関の基本的な方向性



(1) 目的
○ 主たる目的として「質の高い専門職業人養成のための教育」を位置付け。

○ 「研究」を主たる目的と位置付けずに、例えば、教育内容を学術の進展や技術革新に即応さ
せるために行うもの等と位置付けることが妥当か等について今後検討。

(5) 学位
○ 「学士」「短期大学士」相当の学位を授与。

○ 「学士」「短期大学士」に相当する職業学位という概念が適切かについて今後検討。

３．制度化に当たっての個別主要論点

(2) 教育内容・方法
○ 専門教育とその基盤となる教養教育にわたって体系的な教育課程を編成。

○ どのような職業人にも必要とされる知識や思考法等、変化の激しい実社会を主体的に生きてい
くために必要な活用力・応用力の基盤形成が重要。コミュニケーションスキル・ICTスキル等の
基本的な能力や、インターンシップ等を通じた協調性･責任感等の育成にも配慮。

○ 教育課程編成に産業界の一定の参画が得られる仕組みとする方向で検討。

○ 実習､実技､演習､実験等を重視。PBLやインターンシップ等を積極的に取り入れ。

○ 卒業要件は、修業年限４年の場合は124単位、２年は62単位等、大学・短期大学と同水準。

(3) 入学者受入れ、編入学
○ 社会人と高等学校等の新卒者のいずれもが入学。その際、専門学科卒業者の知識･能力等の深
化･発展や、普通科卒業生の専攻分野の学修への円滑な導入に配慮。

○ 大学への編入学や大学からの転学者の受入れなど、進路変更の柔軟化に配慮。

(4) 修業年限
○ 修業年限は２～４年。

○ 社会人の学び直しに対応するため、学位プログラムのモジュール化による短期履修を可能と
する工夫や、その積み上げにより学位授与を可能とすることも検討。

○ ４年制の場合、前期課程(2～3年)と後期課程(1～2年)の二段階編成も検討。この場合、前期
課程修了者は学位（短期大学士相当）を取得した上で、就職のほか、後期課程への進級や大学
への編入学等を選択可能に。後期課程への入学者は、就職しながら進級する者や、数年間の実
務経験を経てから学び直す者等を想定。

(6) 教員
① 必要教員数
○ 新たな高等教育機関では、研究活動に大きなエフォートは求められないが、教育活動として重
視する実習・実技・演習・実験等の実施には大きなエフォートが求められる。この点や、現在
の大学・短期大学の教員数に関する基準を踏まえてさらに検討。

○ 人材需要が高度に専門的であるため、新たな高等教育機関では少ない収容定員に対する基準を
設定し、少人数の教員・学生による学科を設置しやすくすることも検討。

② 教員の資格要件
○ 教員の資格は、教育上の指導能力の有無に最重点を置く。

○ 卓越した実績を伴う実務家教員を一定割合で配置（分野ごとの特性に配慮）。企業等と兼任す
る教員も、一定条件の下、必要教員数に算入できる仕組みに。

○ 実務に関する能力を保証できる仕組みを検討。ＦＤによる指導力向上も求める。

○ 専門分野の研究を通じて論理的思考等の訓練を積んだ教員も一定程度確保。



(7) 施設・設備等
○ 実践的な職業教育を行う上で必要な施設・設備を備えることが不可欠。ただし、職業分野の特性
や、実社会の変化に柔軟に対応する必要があることに留意が必要。学生の安定的利用が確保され
ている場合は必ずしも自己所有を求めないとすることや、支障のない範囲内で、併設する学校と
一定の共用を認めることも考えられる。

○ 分野に応じた図書等の資料を活用できるようにしたり、自発的学習できる学習環境の整備が必要
（ICTの活用も検討）。運動場や体育館を必置とするかについて要検討。

○ 校地・校舎面積は、質の高い専門職業人養成に必要な施設・設備を備えられる適切な基準とする。
産業界と連携した実習等や、社会人の通学の利便性の向上、企業等と兼任する実務家教員の確保
など特に校地面積の確保が困難な場所への立地の必要性も踏まえて今後検討。

(8) 質の保証システム
① 設置認可
○ 大学設置基準等とは別に、実践的な職業教育を行うのに相応しい設置基準を設定。

○ 設置者は国、地方公共団体及び学校法人。設置認可は文部科学大臣が行う。

② 情報公開
○ 教育情報や財務情報を公開（「大学ポートレート」への参画等）。

○ 卒業生の社会における評価等（例：学生の資格・ 検定試験等の合格率、卒業者に対する就職先
企業からの評価、学生の授業評価の結果等）も情報公開、自己点検・評価や第三者評価の指標と
しても活用。

③ 自己点検・評価、第三者評価
○ 新たな高等教育機関が主体性をもって自己点検・評価を行う。また、第三者評価として認証評価を実
施。その際、機関別評価に加え、各分野の専門性に応じた分野別評価を実施。

④ 公的助成
○ 設置基準に相応しい助成水準の検討、追加的財政需要に見合った財源確保が必要。

○ 成果に応じた配分による質の保証へのインセンティブを設けることも検討。

⑤ その他
○ 設置認可や評価においては、産業界の協力を得て教育の質を確保(資格との関係に留意)。

○ 経営悪化や産業界のニーズの変化等により教育の質の保証ができなくなった場合の対応として、
円滑な教育の改善･刷新の仕組みや学生保護方策等について検討。

(1) 名称
○ 「専門職業大学」や「専門職大学」が考えられるが、適切な名称を今後検討。

(2) 分野
○ 制度として職業分野の限定は行わない。設置基準における分野の種類は更に検討。

(3) 卒業者の実社会での活躍に向けた産業界との連携・協力
○ 卒業者の出口確保や、実社会での活躍のためには、産業界の連携･協力が不可欠。また、産業界
にとっても人材確保に有用な仕組みとなることが望まれる。

○ 職業分野別団体等の支援･協力体制の構築に向け、行政レベルでの検討も進める。

○ 企業等が、専門職業人に相応しい採用方法や採用後の人材活用に見直すことも重要。

○ ４年課程の修了者が就職時に大卒と同等に処遇されること等により、新しい高等教育機関の位置
づけが社会的にも既存の大学等と比肩するものとなるような配慮を期待。

４．その他の検討課題


